
Copyright 2010, Toshiba Corporation.

株式会社東芝
電力システム社
前川 治
2010年 2月26日

東芝の原子力人財育成・ 確保への取り組み
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東芝グループの原子力事業の領域

原子力事業の状況と人財の必要性

人財確保

人財育成

国・大学の人財育成への期待と連携
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東芝グループの原子力事業の領域
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原子力事業の状況と人財の必要性
国内軽水炉の建設と保守・補修を中心に事業を展開、技術と
経験を蓄積、人財を継続的に育成
国内軽水炉建設の停滞、保守・補修ビジネスが主流になり、人
員が減少、建設技術や経験の継承に課題
⇒団塊の世代の退職に備え、若手の確保と技術の継承が
急務

世界的な原子力導入計画に応えるべく、海外展開を推進
⇒ビジネス拡大を支えるグローバル人財の確保と育成が急務

メーカの原子力関係人員＜1983(昭和58）年度末～2008（平成20）年度末推移＞ 日本電機工業会原子力統計より
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原子力の社会的重要性の理解促進

2009年1月~2010年1月の
日経新聞シリーズ広告

原子力の重要性をPR
原子力シリーズ広告の掲載
原子力学会誌等の業界誌に
広告を掲載

原子力技術の魅力を伝達
若手技術者の活躍をHPに掲載

電力・社会システム技術開発センターHPでの研究者の思いの紹介
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技術者、研究者の業務環境の整備
設計と開発の一体的な推進

横浜地区にエンジニアリングセンター（ＩＥＣ）と研究開発施設

を集中

充実した設備による訓練・人財育成の推進

実機大圧力容器模擬設備による開発と訓練を推進

民間最大級Na試験ループを有する高速炉研究棟を新設し、

高速炉革新技術開発と人財育成を推進
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教育機関・研究機関との連携
インターンシップ
原子力関係では研究部門で受け入れ、約1ヶ月間の実務経験を通じて原子力

分野への関心をもってもらう。

ＮＣＡ（東芝臨界実験装置）実習
大学の原子炉運転実習、原子力産業現場の訪問研修

を実施する場として研究用原子炉ＮＣＡを提供。

ハノイ工科大学冠講座
ハノイ工科大学に2006年より東芝原子力発電冠講座を開設。

優秀者は日本に招聘し、原子力発電所見学等を実施。

アルゴンヌ国立研究所
４Ｓ用金属燃料技術に関する連携

ＮＮＣ（カザフスタン国立原子力センター）
高温ガス炉等の応用技術に関する研究協力
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ビジネス拡大を支える人財の確保
大学新卒、若手キャリア技術者を積極的に採用
グローバル新卒技術者採用
女性技術者採用拡大
シニア技術者を継続的に活用
原子力で必要となる幅広い分野の人財を志望部門に
合うように配属
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人財育成 ＯＪＴによる育成が基本

自己申告
制度

目標管理
制度ＣＤＰ制度

設計部門

品質部門

調達部門
製造部門

研究所

ベンダ

建設現場 定検

Westinghouse

人財育成の基本的考え方
：OJTを基本にした人財育成+OJTを補完するOFF-JT

CDP（Career Development Program）とフォローアップ

新卒入社３年で独り立ちできる技術者育成
工場、研究所、或いはサイトでの実習
技術報告書、プレゼンテーション、特許、DR（デザインレビュー）

を必須として実施
計画的なローテーションにより視野の広い技術者を育成

CDP（Career Development Program）

組織の管理者が、個人の育成ビジョンを
設定し、定期的に面談フォローをする。
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人財育成 ＰＤＣＡサイクル
新卒技術者の教育・育成計画、ビジョン作成

指導者のアサイン

毎月の組織管理者の面談による育成状況フォロー

面談での管理者による直接指導

教育記録による実行状況確認

新卒技術者の育成計画 毎月の組織管理者面談、育成状況フォロー 教育記録による実行状況確認

P
D
C
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人財育成 技術者教育
共通技術者教育
導入教育（コーポレート・エントリー・プログラム）
中堅技術者教育（アドバンス教育等）
キーワード：①GLOBAL、②CSR、③INNOVATION

原子力特有の教育
原子力事業部専門教育
ハードウエアに触れる教育
（ポンプ、バルブ、溶接等の基本技能研修）

安全文化教育、コンプライアンス教育、技術者倫理教育
品質管理関係教育（ＡＳＭＥ、品質管理システム等）
現地品質安全教育

キャリア採用者に対する集中講義、専用教育パッケージ
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人財育成 グローバル人財の育成

ＯＦＦ-ＪＴ
グローバル人財育成プログラム

－国内日本人グローバル人財

育成（長期育成の視点）

－海外派遣の日本人社員向け

プログラム（短期育成の視点）

－海外法人の外国籍社員向け

プログラム

海海外外

外国籍社員外国籍社員

の育成・活用の育成・活用

国国内内

グローバル化グローバル化

ローカル人財のローカル人財の
育成・活用育成・活用 採用・活用採用・活用

グローバル人財グローバル人財

日本人グローバル
人財の育成・活用

国内

海外法人への
駐在

ローカル採用

人財の育成

外国籍従業員の

採用・育成

駐在員・研修生派遣

従業員の多様化

内なる国際化に向けた教育

現地人財の確保

日本人

外国籍
社員

海外

グローバル人財適性
海外経験

異文化への理解

多様性への適応力

ＯＪＴ
海外プロジェクトへの従事

海外法人への派遣、駐在

グローバル人財
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人財育成 技術と技能の継承

形式知の継承
設計根拠、トラブル経験等の技術資料化、ＩＴ化による継承

体系的なＤＲによる専門家の知識・技術・経験の反映

暗黙知の継承、形式知化
シニア技術者による若手教育・ＯＪＴ、専門分野毎の「塾」開講

OB会社＊シニア技術者の積極的活用

工場技術者のノウハウ継承

（溶接センター設立等）

現場力の強化の推進

（作業要領の明確化）

スキルデジタイザーによる溶接ノウハウ項目の定量把握

電流･電圧

溶接速度

裏波面積

振幅･幅

溶加棒供給速度

接電極間距離

ベテラン

新人

＊：東芝原子力エンジニアリングサービス株式会社
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人財育成 現場力の強化

危険予知（ＫＹ）活動

ＫＹ研修による各現場作業員の

危険予知感度予期感度向上

安全・品質体感訓練

至近の災害を再現

映像教材を活用

重要作業の人財育成

オペフロ作業従事者研修

炉内構造物取り扱い研修

安全危険予知（ＫＹ）研修

安全体感訓練（単管落下危険体感）

安全体感訓練（親綱危険体感）
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原子力のエネルギー及び地球環境に対する貢献への積極的

発信

初等・中等教育での理系教育、エネルギー環境教育の充実・

支援

原子力の専門に偏らない幅広い基礎基盤教育の実施

産官学連携での幅広い教育を受講できる環境の整備、技術者

教育の推進

外国人技術者、特に新興国の技術者採用に関する技術輸出

課題等への対応

国・大学の人財育成への期待と連携
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